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本論文では復興主体によるリスク認知の違いから、復興への考え方の齟齬が生じているのではないかという視点

のもと、東日本大震災で被災した２つの地区事例をもとに住民グループによる地域復興に向けた選択の過程を調

査・分析した。選択行動とその要因をリスク回避選択として分析を行い、復興過程における将来の災害に対する安

全性の確保と地域再建について考察を行った。住民グループが地域社会の継続のために災害によって生じている、

或いは助長されると考えている問題を将来の安全性も含み包括的に捉え地域再建のためのリスクを減らそうと行動

を行っていた。一方で復興事業の実施主体である公的機関の施策は津波防御に偏ったかたちで進んでおり、住民グ

ループにとっては防潮堤建設により生じる地域再建に対するリスク認知度が将来の浸水リスク認知度を上回ってい

ることを明らかにした。また持続的な社会の再建のためには、地域性に応じた安全性確保手段の検討が必要である

との課題を示した。 
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１．はじめに 

被災地の復興において、来たるべき次の災害への

備えは重要な要素である。しかしそのために取られ

る措置が必ずしも地域住民が考える復興と一致する

ものではない。北海道南西沖地震津波による被災地

では、居住地の安全性と漁業就労の利便性の意見の

相違により住宅再建地が分離する結果となった1）。

海外においては、2004年のインド洋大津波により被

災したスリランカでは、政府が設定した緩衝ゾーン

の設定に基づき住宅の内陸移転が図られたが、利便

性の確保等住民側の事情から、移転先住宅地の空き

家化や緩衝ゾーン内での建築が表面化している2）。 

これらの結果から、地域住民にとって復興期にお

ける地域再建のためのリスク(1) 3）は、来たるべき災

害に対するものだけではないと考えられる4）。 

リスク認知研究において、専門家と一般の人にリ

スク認知のずれが生じるのは、専門知識の差による

ものではなく、その人の置かれる立場によって、か

たちづくられるリスク自体が違うという見方が出て

きている。またその溝を埋めるものとしてリスクコ

ミュニケーションの重要性が指摘されている5）。 

近年、都市計画分野や防災分野でも河川改修等に

おいてはその事業の主目的だけでなく、周辺への影

響も鑑み、事業実施側と住民の隔たりを埋めるべく、

住民参加手法での取り組みが進められている。しか

し現状において災害復興では十分な取り組みが行わ

れているとは言い難い。 

異なる復興主体の検討プロセスの研究については、

岸ら6）が阪神淡路大震災における地域の計画決定に

至るまでのプロセスから、２段階都市計画決定にお

ける問題点を指摘している。堀ら7）は、３つの災害

復興における将来の安全確保と地域性の共生を考察

し、災害復興過程での主体間相違の構図を明らかに

している。 
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被災リスクの認知やリスク受容と地域との関係の

研究では、照本ら8）が密集市街地における防災意識

とその規定要因分析から、地域への愛着があると危

険意識が低くなることを明らかにしている。また山

田ら9）は、水害被災地において治水に関する知識が

あるほど被災リスク受容度が高く、水害リスク受容

度が高いほど自助共助活動に取り組むことを明らか

にしている。 

以上のように、復興主体の相違による検討過程の

研究や、住民らの災害リスク認知及びリスク受容の

要因と防災行動の関係を明らかにする研究が行われ

ているが、復興期の問題として災害への備えと地域

復興の在り方を、復興主体のリスク認知や回避行動

の視点から分析した研究事例は十分ではない。 

本研究では、東日本大震災の被災地域での調査に

基づき、復興の検討過程における復興主体間の選択

行動分析から対立枠組みを明らかにし、災害復興期

における将来の災害への安全性の確保と地域の再建

に向けた問題点を示すことを目的とする。 

 

２．研究の方法 

調査対象として、住民グループが自発的な活動を

行っている２つの地域を選択した。一言で地域と言

ってもその中身や概念は多様であり、さらに田中10）

が新潟県中越地震の集団移転事業において、残留意

思がありながら集団移転への参加を選択している事

例を明らかにしているように、集団移転のように地

域の合意形成の上に成り立つ事業であっても、集団

の一員である個人や世帯の考えが集団の選択と必ず

しも一致するものではない。 

しかし本研究では行政とそれに対峙している住民

らの構図を明らかにすることを主眼としており、復

興の段階で地域の意見として、考えや行動が表に現

れている住民グループを調査対象とした。 

調査方法としては、組織の集約意見を把握してい

る者としてグループの代表者に対し、活動状況や課

題について複数回に渡り聞き取り調査を行い(2)、補

足的に住民へのヒアリングを行った。その他、市担

当者へのヒアリングや復興会議、復興市民会議の傍

聴に加え、行政発表資料、新聞、市のHP、地域活動

団体HPにより追加調査を行った。 

本研究ではリスク認知、リスク受容の視点から地

域活動を分析する。保険・金融分野において、リス

ク認知は「事故、障害、異常事態など、望ましくな

い事象を発生させるリスク対象に関する主観的な判

断のこと」、リスク回避は「予測されるリスクを排

除するために、事業活動を中止・中断・変更・修正

すること」と定義されている。 

被災後の地域再建においては、再び被災し人命や

財産を失うこと、人口が流出し地域活動が成り立た

なくなること、産業が再生せず地域の基盤が失われ

ること等、多様なリスクが考えられる。本稿では地

域再建リスクを､地域の安全を含め、住民らが考える

地域の姿の実現を阻害する要因として定義する。こ

の定義に基づき、住民グループの選択行動から住民

グループが災害復興時において認知し、回避しよう

としているリスクとその要因を明らかにする。 

 

３．気仙沼市の被災及び復興検討過程の概要 

調査対象地として宮城県気仙沼市の市街地である

内湾地区と、旧唐桑町の集落である舞根２地区を取

り上げる。ここでは気仙沼市の被災の概要と市復興

計画の策定過程およびその内容の概要を述べる。 

 

図１ 対象地区の位置 ©国土地理院に加筆 

 

 (1) 気仙沼市の被災概要 

 2011年3月11日14時46分に東北地方太平洋沖地

震が発生し、気仙沼では地震の約10分後に津波の警

報が発令され、津波が30～40分後には陸地に押し寄

せた。津波により気仙沼市全体で18.65k㎡（市全域

のうち5.6%）、都市計画区域9.6k㎡（区域面積のう

ち20.5%）が浸水した。また地震により65㎝以上の地

盤沈下が起きている他、津波火災も発生している。

当日は市内全域が停電し、住宅の95％が断水した。

そのためピーク時には公共施設などの避難所数は市

内で105ヶ所、避難者数は2万人（気仙沼市の被災前

の人口は73,489人であった。H22.10国勢調査によ

る。）に上った。 

産業関係施設も多くが被災し、その数は3,314事業

所（市内事業所の81%）、被災従業員は25,236人（市

内従業者の83.5%）に上った。また市内所属の漁船

3,566隻中約3,000隻が被災するなど、基幹産業も多

内湾地区 

舞根２地区 



日本災害復興学会論文集No.5, 2013.10 
 

13 

 

大なダメージを受けた11）。 

表１ 東北地方太平洋沖地震における気仙沼市の被害の概要 

最大震度 6弱（赤岩）

人的被害（人） 死者 1,189(関連死105) 行方不明者 237 負傷者 不明

住宅被害（戸） 全壊 8,482 半壊 2,571 一部損壊 4,729

出典：宮城県総務部危機対策課発　2013/10/10発表  

 

(2) 気仙沼市復興計画策定過程および復興計画・復

興状況の概要 

気仙沼市は2011年10月7日に「気仙沼市震災復興計

画」を策定した。計画の検討は市震災復興会議、震

災復興市民委員会の2部制で行なっており、市民委

員会で市民の意見を取り入れ、そこからの提言を参

考に復興委員会が計画の決定を行うかたちであった。

地域意見の集約や住民意見の収集は宮古市や大槌町

のように公的な地域協議会の枠組みを作るのではな

く、自治会連絡協議会との意見交換会やパブリック

コメントの募集により試みられた。また非公式のル

ートではあるが地域グループの代表者らが市に対し

陳情や要望を行っている。 

復興計画における防災・減災の基本的な考え方は、

県が示した堤防高さの設定を元に比較的発生頻度の

高いレベル1クラスの津波に対しては津波防護レベ

ルとし、人命と資産を守るための防御措置を行い、

発生頻度の低い今回のような巨大津波であるレベル

2クラスの津波に対しては、津波減災レベルとし、

最低限人命を守る措置を行うとしている。 

具体的な津波防御の方法としての防潮堤について

は、復興市民会議、市震災復興会議を通じてその是

非が議論された。巨大防潮堤の建設は漁業・水産業

の経済活動に加え、観光にも多大な影響をおよぼす

との懸念から、結論が出されないままであった。最

終的に市が策定した市復興計画では、県が示した堤

防高さを基本として地域住民の意向や土地利用計画

等をふまえて関係機関と協議を行うとしている。そ

の後防潮堤については地域ごと、或いは地域内でも

賛否が分かれ、2012年8月には市民によって防潮堤

を勉強する会が立ち上げられるなど議論が繰り返さ

れている。 

その他の土地利用等に関する事業決定として内湾

地区・南気仙沼地区・鹿折地区などの市中心部では

土地の嵩上げを含む復興土地区画整理事業、防災集

団移転促進事業の検討、災害公営住宅建設事業が進

められている。 

防災集団移転促進事業は当初住民主導による事業

が先導した。後発とした行政主導による集団移転事

業が決定している。 

 

４．気仙沼市舞根2地区の復興検討過程 

 舞根2地区の被災前の地区状況と被災の状況、その

後の地域の復興に向けた住民グループの動きをまと

め、それらをもとに住民グループらが行ってきた地

域のリスク回避の選択過程の分析を行う。 

 

(1) 地区の概要 

 

図２ 対象地区詳細（舞根地区）©国土地理院に加筆 

 

舞根2地区は旧唐桑町、唐桑半島西岸付け根部分

に位置している。入り組んだ湾形で高波の影響もあ

まり受けない土地であった。かつては遠洋漁業に出

る住民が多数であったが、高齢化も一因としてカ

キ・ホタテの養殖が盛んに行われるようになった。

さらに近年は、気仙沼市中心部へ会社員として通勤

する者や年金生活者も多い状況である。高齢化は地

域の問題として住民に認識されており、2011年12月

時では65歳以上住民の人口比は42.8%であった12）。

世帯数は被災前で52世帯、人口は138人であった。

唐桑半島の多くの集落は小さな浜単位で成り立って

おり、舞根２地区も例外ではなく、他地区とは明確

に区別される独立性の高い地域であった。 

 

(2) 被災の概要 

津波により52世帯中、８世帯を残して44世帯の家

屋が流出し、養殖関連施設も壊滅的な被害を受けた。

地区の死者は４人であった。津波の襲来を受けて地

区の高台に避難した住民は、多くの旧唐桑町民が避

難していた唐桑小学校に移動し、３つの教室に集ま

り避難生活を送った。 

舞根 2地区

舞根 1地区

舞根 2地区

移転予定地
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写真１ 集落内から海側を望む(2011年9月筆者撮影) 

 

(3) 復興検討過程の概要 

①防災集団移転の実現に向けて 

地域住民は避難所において自主的に避難所運営を

始め、同時に地域の将来についても話し合うように

なる。今回の津波では、昭和三陸津波でも浸水しな

かった場所にも被害があり住民に与えた衝撃は大き

かった。住民らは海への愛着を示しながらも、浸水

しない安全な場所での居住を希望する者が多かった。

併せて住民らは馴染み合った地域の暮らしの継続と

被災しなかった８世帯の孤立防止のために、元の住

宅地の近くに移転しコミュニティを継続したいと考

え、地域内の高台の土地への集団移転の検討を始め

た。 

住民らは、2011年4月24日に集団移転期成同盟会を

設立した。以後は外部からの支援者も入れながら移

転候補地の検討と地権者との交渉、先進事例の視察

を行うなどして準備を進め、同年6月1日には気仙沼

市長に対し防災集団移転促進事業実施の要望を出す

に至る。この時点で市側からは事業費の自治体負担

がどの程度膨らむか先が見通せないとの背景から明

確な返答はなかったが、市から国に対して財政負担

の見直しを求めていくとの説明がなされた。 

7月に入り仮設住宅の建設が進んだことから地区

住民が入っていた避難所は解散となり、舞根2地区

の住民は抽選により7カ所の仮設住宅団地に分散し

て居住することになった。期成同盟会は分散した住

民と被災を免れた世帯住民の交流機会を作りコミュ

ニティの継続を図り、住民の集団移転へのモチベー

ション維持のためにも月に一度定期的な集会を持ち

情報提供や情報交換を行うようになった。 

10月に入ると国から防災集団移転の自治体負担分

免除の方針が示された。これにより市も防災集団移

転促進事業の受付と具体的な調査を開始した。舞根

２地区集団移転期成同盟会も、11月8日に事業の正式

な申請を行った。このときの参加世帯は、早期住宅

再建のため地区外で土地や中古住宅を希望する者や

公営住宅を希望する者を除いた29世帯であった。そ

の後は、コンサルタントや支援者を交え、具体的な

土地利用や取り付け道路等の計画・協議を進めた。

2012年5月22日の気仙沼市復興整備協議会において、

国交省大臣同意を得て事業が決定され、2013年6月に

は造成工事の着工式を行っている。 

 

図３ 舞根地区被災前航空写真（年代不明） 

 

図４ 舞根地区被災後航空写真（H23） 

上下共に©NTT-ME、国際航業、朝日航洋 

 

②防潮堤と環境問題 

舞根２地区は、集団移転に関しては気仙沼市内で

も先導して事業がおこなわれている一方で、住民ら

は浸水した跡地に関して防潮堤の建設には一貫して

反対の立場を取っている。県は2011年9月に県内全域

の防潮堤の高さを公表し、その中で舞根地区では

TP+9.9ｍと示されていた。 

被災前の舞根２地区は海抜2.5～3.2mの低い堤防

の中で生活していた。高い堤防では海も見えず養殖

作業にも支障をきたすとして、住民らは高い堤防は

必要ないと考え、さらには集団移転も決まり浸水地

集団移転予定地 

 被災前防潮堤位置

災害危険区域 

指定予定地 
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で居住をする者がいなくなることから、防潮堤の建

設を希望することはなかった。またNPO法人「森は海

の恋人」に代表される環境共生型の生活を推進する

土地でもあり、水質を始めとする環境保全の面から

も防潮堤の建設に反対を表明している。 

 

表２ 舞根２地区の復興に関連する具体的な動き 

 舞根２地区 行政 

2011 年  

3/11 東日本大震災発生 

4/1 避難所の自主運営開始  

4/24 集団移転期成同盟会設立  

4/29､30 移転候補地地権者への協力

依頼 

 

6/1 市に対し集団移転推進を要望。市は国に対し財政負担制度の

見直しを求めて行くことを説明 

7/17 避難所解散。以降期成同盟会

会合を毎月開催 

 

8/31 市に対し署名簿を添え早期実現の陳情。市は用地調査に入る

考えを示す 

9/9  県による堤防高さ公表 

10/6  国会にて自治体負担免除方

針の答弁 

10/20  市防災集団移転促進事業申

込み受け付け開始 

11/8 防災集団移転促進事業申請

書提出 

 

2012 年  

2/17  市復興整備協議会設立 

5/22  舞根 2地区を含む5地区集団

移転事業国交相同意 

6/7 市・県に対し防潮堤計画撤廃

要望書を提出 

 

6/29  県議会で堤防高さ見直しは

行わず、公共施設（道路）も

保護対象とする旨の知事答

弁 

7/24  市・県・国による唐桑町の防

潮堤説明会開催 

8/21  県知事現地視察 

12/21  気仙沼市大島での説明会で

県が L1 津波で浸水区域に住

宅がない場合、防潮堤不要も

検討と示す 

2013 年  

6/16 防災集団移転地造成の着工

式 

 

 

住民グループは、2012年6月には気仙沼市に対し防

潮堤計画の撤回を求める要望書を提出した。舞根２

地区の漁港管理者でもある市もこの考えに賛同し、

市長は撤回方針を示した。これに対し当初県内の防

潮堤高さを示した県は反対の姿勢を示した。6月29

日の県議会において、気仙沼市選出の県議が舞根2

地区の問題を取り上げたのに対し、県知事は浸水地

に避難道となる県道が残ることから、これを防護す

べき対象として防潮堤の高さの低減は行わないと表

明し、8月21日には県知事の現地視察が行われた。 

しかし舞根２地区の港湾管理者は宮城県ではなく

気仙沼市であったことから、最終的には市の方針が

通り防潮堤の建設は行わないこととなった。 

 

(4) リスク回避選択過程の分析 

住民グループは湾に直接面していた旧住宅地での

再建ではなく、今回浸水していない高台への移転を

決めている。その移転候補地は住民らに地域内とし

て認識されている場所であり、また分離して移転す

るのではなく一つのまとまった場所への移転を求め

ている。 

その要因には、これまでのコミュニティの継続と

今回被災せず残された住民の孤立化を防ぐという目

的や地域への愛着があり、被災リスクに対しては浸

水地での居住は避けたいという思いがあった。 

 

図５ 舞根２地区住民グループのリスク回避選択概念図 

 

一方で住民らは、防潮堤の建設により住民の収入

源である養殖をはじめとする水産業に対し、港の使

い勝手や水質悪化などのリスクが発生すると考え、

これを回避するために一貫して防潮堤の建設には反

対を表明してきた。対して県は避難路である県道が

浸水するリスクを回避するため防潮堤の建設を推進

していた。 

津波の被災リスクは、住民らにとって高台へ移転

することにより回避されており、県の考える被災リ

スクの低減措置である防潮堤建設は、二重措置だと

考えられている。むしろ住民グループにとって防潮

堤の建設は、地域社会の重要な要素である自然環境

を悪化させ、海との関係を阻害し、地域社会衰退を

誘導するリスクとして認知され、それを回避するた

めの反対行動がとられている。 
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５．気仙沼市内湾地区の復興検討過程 

前章同様に気仙沼市内湾地区の被災前の地区状況

と被災の状況、その後の地域の復興に向けた住民ら

の動きをまとめ、それらをもとに住民グループらが

行ってきた地域のリスク回避選択過程の分析を行う。 

 

(1) 地域の概要 

気仙沼市の内湾地区は、気仙沼湾の深部に位置し、

神明崎と対岸で囲まれた小湾に面している。商業店

舗が集まる南町、水産関係問屋を多く有する魚町、

その後背地に気仙沼市役所や中央郵便局がある八日

町等で成っている。商業や流通の中心として市街地

を形成してきた他、気仙沼大島へのフェリー発着場

もあり、気仙沼観光上の起点にもなっている。また

気仙沼の基幹産業中心部である漁港及び魚市場を有

する港町にも隣接している。 

 

図６ 対象地区詳細（内湾地区）©国土地理院に加筆 

 

南町内は、商店や金融機関、営業所、飲食店など

商業施設が多くを占めながらも、その上階や後背地

の斜面・高台には住宅もあり、商住が混在する地域

であった。近年は内陸の田中地区や大型複合商業施

設に集客は流れており、空き店舗が目立っていた。

また人口・世帯の減少も激しく、1975年と被災前の

2011年で比較すると、世帯数で342世帯から170世帯、

人口では1,219人から391人と減少している13）。こう

いった地域の衰退に対し、内湾地区では、2008年に

気仙沼市中心市街地活性化協議会が設立され、高齢

者福祉施設整備事業など提案がされていたが、具体

策の実施には至っていなかった。 

魚町は南町よりさらに古い歴史を有し、かつては

魚市場が内湾地区にあったことから船会社や航海に

出る漁船に対する食料や酒を扱う問屋や商店があり、

後背地には船員向けの歓楽街を形成していた。しか

し、戦後～1960年代の繁栄の後、遠洋漁業の斜陽に

伴い地域は衰退傾向にあった。 

 

(2) 被災の概要 

 
図７ 内湾地区被災前航空写真（2008） 

 

図８ 内湾地区被災後航空写真（2011） 

上下共に「気仙沼市魚町・南町内湾地区

復興まちづくりコンペ応募要項」より 

 

内湾地区には被災前より港としての機能や景観を

重視して防潮堤は設けられていなかった。防潮堤を

設けていない反面、海に直接面する南町、魚町では

津波に対する危機感が強く地震発生後、住民や従業

員は近接する高台へ避難行動を行った。地域でのヒ

アリングによると南町、魚町共に避難行動を行わな

かった数名14）が、犠牲となっている。 

地区内は地震により１ｍ近く地盤が沈下し、津波

による浸水深は３～７ｍに及んだ。木造建物は全壊、

鉄骨造の１階部分はフレームを残して壁が吹き落さ

れているものが多く見られている。南町、魚町を合

わせた被災世帯は全壊336世帯、大規模半壊５世帯、

半壊３世帯であった。南町の内陸側に位置する八日

町は死者は無かったものの、市役所も１階は浸水す

八日町 

市役所 

魚町 2 

魚町 3 

南町 2 

八日町 2 

南町 1 

魚町1 

南町 4 

魚町 

港町 

南町海岸 
南町 3  防潮堤計画位置（県 2013.3 時）

南町 



日本災害復興学会論文集No.5, 2013.10 
 

17 

 

るなど浸水被害を受けた。 

 

写真２ 南町中心部の被災後の状況（2011年4月筆者撮影） 

 

(3) 復興検討過程の概要 

①地区ごとの活動 

地域内で避難していた住民らは、避難所や被災が

軽微であった場所を利用して、早々に集会を行って

いった。 

南町 

南町住民の避難生活は、南町西側高台にある紫神

社に併設の紫会館を中心に行われた。紫会館は市の

指定避難所ではなかったが、震災後、最大で150人が

避難をおこなった。南町の住民や店舗主は共同生活

を送る中で、軽微な被害であった他地区の商店が

次々と復旧・再開し、また被災後南町から内陸に移

転し再開した店舗が繁盛していることなどから店舗

の再建を目指し、商店主を中心として南町商店街の

復興をかけた地域内での仮設商店街の計画を進めて

いった。      

仮設商店街の実現が現実味を帯びると、仮設商店

街閉鎖後の南町の再建についても協議するようにな

り、独自に参考事例の視察を行い、支援者を交えた

ワークショップを通じ地域に対する考え方を深めた。 

2011年9月7日に住民グループは、魅力的な商店、

復興公営住宅の建設などまちづくりによる人口の増

加と、地域資源を生かした施設整備・イベントなど

まちおこしによる市外からの集客を期待し、これら

の考えをまとめ、嘆願書として行政に要望を行って

いる。 

現地再建における津波の被災リスクについて、筆

者らが2011年9月に行なった住民グループに対する

１回目の聞き取り調査時には、今回の津波で浸水し

たのは２階までであり、高台に避難した多数の者が

無事であったことから、避難行動による人命確保の

考えを示していた。具体的には浸水地の建物を３、

４階建とし、１、２階は浸水を許容して、今回の避

難と同じく高台、或いは上層階に避難を行う方法で

人命の安全確保を行うと考えていた。 

県からは、内湾地区に対し6.2ｍ（2012年12月に県

シミュレーションの見直しにより5.2ｍに変更）の防

潮堤建設案が示されている。住民らは気仙沼らしい

親水性のある景観を損ねないために堤防建設は反対

であると表明を行っていた。浸水地については地盤

沈下によって日常的に浸水する部分は盛り土を行い、

湾に面する部分は親水公園とする案を考えていた。 

その後2012年1月の２回目に行った同様の聞き取

り調査では、住民らは防潮堤の建設そのものは受け

入れざるを得ないと回答している。その背景には、

国・県の方針が堤防を前提とする防災計画であり、

再び災害が発生した場合、堤防を作らずに資産が被

災しても公的な補償が得られないだろうという考え

があった。また議論に時間を取られ住民や商業者が

他地区に流出してしまうことも懸念していた。 

１回目のヒアリングで述べられた、防潮堤建設に

よる観光資源である海の展望阻害については、中高

層階から展望を確保する新たな案を練っていた。県

の計画している堤防高さ6.2mに対して、せめて建物

の2階からでも海の眺望が可能なように、計画高さの

低減と、景観に配慮した堤防のつくり方や駐車場の

不足といったまちの構造を補う機能の追加を求めて

いく考えであった。 

一方、津波により人命が失われるリスクは、防潮

堤によって低減されるとは考えておらず、前回の聞

き取り時と同じく、高台もしくは高層階への避難行

動による安全の確保を考えていた。 

魚町 

魚町では１区と２区の被害が大きかったが、魚町

２区は１区と比較して鉄筋コンクリート造の建物が

残っており、建物の内部を修理して再開した事業所

が点在している。魚町2区の住民らは被災当初から区

内の浸水を免れた旅館の上階を利用して集会を持ち、

地域の復興について話し合いを行っていた。魚町２

区自治会では住民を対象としてアンケート調査を行

い、９割が地域に戻りたいとの考えが示されている

が、住民グループは被災による影響や再建までに時

間がかかることにより地区人口の減少が進むと考え、

市に対して集合住宅誘致を基本とする将来ビジョン

を描きその早期実現の要望を行っている。 

現地再建における浸水リスクに対しては、魚町で

も南町同様に背後の高台や建物の上階への避難によ

り死者が少なかったことから、避難行動による対策
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を考えていた。県から示された防潮堤案については、

景観や親水性が損なわれるのに加え、魚町は海に対

して奥行きが狭い形状であることから、防潮堤の基

壇幅に面積を取られ、使用できる土地が滅失するこ

とや、防潮堤の建設や用地の取得に年数がかかりそ

の間に人口流出が進んでしまうという懸念から反対

を表明している。 

魚町１区は被害が大きく集会所も被災し、居住者

も避難所・仮設住宅と分散したことから自治会が機

能しなくなっており、集会などは行われていなかっ

た。魚町３区は１区、２区と比較して高い場所に位

置しており、被災自体が軽微であった。 

②内湾地区としての活動 

各町の区単位での活動が見られる一方で、気仙沼

市の顔とも言える内湾地区について市に対して、再

建方法の提案が各方面から行われていた。これを受

け2011年12月には市がコンペ形式により魚町・南町

のまちづくりのアイデアを広く募集することを公表

した。翌2012年の1月から4月末までにコンペ案の募

集及び有識者と地域、関連団体代表者による審査が

行われた。最終審査では南町は陸上に防潮堤を建設

しつつ商店街再開発を主眼とする案を、魚町は陸地

に防潮堤を建設しない海上浮上防潮堤案を押した。

最終的には審査員の投票により多数を得た浮上防潮

堤案が最優秀案となった。 

コンペ後のヒアリングで魚町の審査員は、浮上防

潮堤の利点について、景観や土地利用を阻害しない

ことに加え、海上工事であるため、陸上の工事を平

行して行うことが出来、工期が短縮出来ることであ

ると述べている。 

一方の南町の審査員は、浮上防潮堤案の利点は認

めながらも、浮上防潮堤が新しい技術であり実際の

導入に時間が掛かるのではないかと懸念し、商業活

性化に重点を置いた案を推したと述べている。 

南町と魚町は隣接しているにもかかわらず、地域

の特色が異なっているためか、地域同士の対抗意識

も強く、コンペの実施まで南町、魚町の住民グルー

プが互いに地域復興の協議を図ることはなかった。

コンペの実施以降、市の主導により内湾地区復興ま

ちづくり協議会が準備され、2012年6月6日には設立

総会が行われた。協議会は南町・魚町と後背地であ

る八日町、入沢、太田の各区の自治会代表者ら、ま

た商工会、観光コンベンション協会代表などの産

業・観光関係者35名で構成された。これにより代表

者の集まりではあるが内湾地区の将来について地域

間の協議の場が設定された。 

表３ 内湾地区の復興に関連する具体的な動き 

 内湾地区 行政 

2011 年  

3/11 東日本大震災発生 

5～8月 住民と支援団体らによる地

域懇談会の開催 

 

9/7 県知事に対し南町復興協議

会(仮)が嘆願書提出。 

 

9/9  県による堤防高さ公表 11) 

11/11  建築制限延長（平成 25 年 3

月 10日まで）7) 

12/29  「気仙沼市魚町・南町内湾地

区復興まちづくりコンペ」実

施の記者発表 

2012 年  

1～4月  まちづくりコンペ実施 

4/29 まちづくりコンペ最優秀案決定 

6/6 内湾地区復興まちづくり協議会設立 

6/25  県議会で浮上式防潮堤に対

し否定的な知事答弁 

7月～ 協議会ワーキング開催 

12/27 第 5 回ワーキングで県よりシミレーションの見直しによる堤

防高さを 1m低減した 5.2m 案の提示 

2013 年  

1/24 まちづくり協議会全体会で防潮堤計画、復興土地区画整理事

業を含むまちづくり計画案の公表 

3/10  内湾地区を含む被災市街地

復興推進地域の建築制限期

間終了 

4/8  魚町・南町地区被災時外地復

興復興土地区画整理事業の

都市計画決定 

4/9 協議会内で「住宅再建部会」、「商業部会」「公共施設・観光施

設検討部会」の立ち上げ 

 

しかしその後、コンペのアイデアをもとに地域の

将来像について協議するはずであったが、港湾管理

者である県の姿勢によって事態は急転する。2012年6

月の県議会の質疑において知事は、コンペは市が独

自に行なったものであり県の決定とは関係がないこ

と、また浮上式防潮堤の将来的な安全性の確保にお

ける懸念についても言及した。建設主体であり維持

管理者でもある県が否定的な見解を示したことから

浮上防潮堤案は暗礁に乗り上げ、以降協議会では陸

上防潮堤を前提としながらその構造、位置は確定し

ないまま、まちの内部について協議が進められた。 

2013年1月には具体的な防潮堤位置と形状が公表

された。南町は傾斜を取り海側との繋がりを持たせ

るものであったが、魚町は直立の形状であった (3) 。 

 

(4)リスク回避選択過程の分析 

内湾地区の住民グループは、地域と海との関係性

が薄まることは、被災前から地域の問題であった人

口の減少や地区内産業の縮小といった地域社会衰退

のリスクを高めると認識していた。このリスクを回

避するため、浸水リスクを許容し、人命の安全は避
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難行動により確保する考えであった。住民らは東日

本大震災においても地区内で避難行動をとった者は

助かっているという認識があり、県が提示する防潮

堤により津波を食い止め安全を確保するという考え

方には利点をおいていない。 

 

図９ 内湾地区南町住民グループのリスク回避選択概念図 

 

 
図10 内湾地区魚町住民グループのリスク回避選択概念図 

 

南町は陸上防潮堤案に対して、景観や湾とのかか

わりを低くするとの考えから当初反対していた。し

かし議論が長引き、商業再開遅延のリスクを回避す

るため防潮堤建設を受け入れている。また堤防より

高い位置から海を展望させ、防潮堤の造りに景観的

配慮を行うという代替案により観光資源を失うリス

クを低減させている。南町では構造的処理や景観的

配慮といった方法で地域が考えるリスクを低減させ

ることができたと言える。 

一方魚町では土地の奥行がなく、防潮堤の建設に

より地区内の土地が減少し、また防潮堤自体にも景

観的配慮や、親水性を持たせることができないこと

から防潮堤への反対は続いている。住民グループに

とって防潮堤の建設は、地域社会再建に向けたリス

クを生み出すものであり、これを回避したいという

考えによって津波による浸水リスクを受容している。 

 

６．まとめ 

本研究では復興主体によるリスク認知の違いから、

復興への考え方の齟齬が生じているのではないかと

いう視点のもと、東日本大震災で被災した２つの地

区事例をもとに住民グループによる地域復興に向け

たリスク回避選択の過程を調査した。またその上で

住民グループの選択行動とその要因の分析を行い復

興過程における将来の災害に対する安全性の確保と

地域再建について考察を行った。 

 

表４ 住民グループが考えている地域再建リスク 

●舞根２地区 

・被災による人命と家屋等財産損失 
・人口流出、地域分断によるコミュニティの消失・変容 
・地域の生業を担保する自然環境や親水性の損傷 

●内湾地区・南町 

・観光資源である内湾地区らしい景観、親水性の損失 
・復興事業の長期化による人口や店舗の流出 

●内湾地区・魚町 

・定住者誘致の魅力元である魚町らしい景観、親水性の損失

・利用可能な土地の滅失 

 

住民グループが地域社会の継続のために災害によ

って生じている、或いは助長されると考えている問

題を将来の安全性も含み包括的に捉え地域再建のた

めのリスクを減らそうと行動を行っているのに対し、

復興事業の実施主体である公的機関の施策は津波防

御に偏ったかたちで進んでおり、住民グループにと

っては防潮堤建設により生じる地域再建に対するリ

スク認知度が、将来の浸水リスク認知度を上回り、

リスク回避行動を行っていることを明らかにした。 

東日本大震災後の津波への安全対策は、まず防潮

堤の位置や高さを確定させ、その後内側の計画検討

を行うことを前提として進められている。海と密接

な関係をもつ今回の事例地区において、海との関係

を考慮せずに作られた安全計画は、住民グループに

は地域社会の再建と両立できると考えられていなか

った。 

２つの地区事例を比較すると、舞根２地区では人

命・財産は高台への移転を選択しているのに対し、

内湾地区では地域再生のために浸水した場所での人

口の増加を望んでおり、安全の確保は避難行動によ
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り行うとしている。 

また検討の過程も、舞根２地区では１つの集団で

検討が行われたのに対し、内湾地区では複数の集団

で個別に行われ、地区内でもリスク認知の相違が出

ている。これは地域を構成する集団数の違いによっ

ても検討の過程や結果が違うことを示している。 

東日本大震災の復興では、発生頻度と津波高さに

よる区分けにより浸水リスクを許容する減災という

言葉が使用されている。持続的な社会の実現に向け

た防災の在り方として本来の減災は、地域ごとの特

性により守るべきものの選択と合意を行い、そのた

めの安全確保の方法を決めなくてはならないのでは

ないか。 

最後に今後の研究の課題を述べる。本研究では住

民グループらの選択をリスク回避として捉えたが、

地域で被災前との状況を目指す場合と、復興の機会

を利用して地域の再建を図る場合ではリスク回避と

利益拡大という概念も用いた分析も必要と考えられ

る。 

また今回は地域状況と基本的な問題を探るため、

ヒアリング調査を主とする定性的な手法で研究を行

ったが、より一層の研究の一般化に向け定量的な研

究手法による検討が求められる。 
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補注  

(1) リスクについては危機管理分野や保険・金融分

野など多様な分野で定義づけがされているが、こ

こでは顕在、あるいは潜在している望ましくない

影響として定義する。 

(2) 2011年9月19、20日、12月3日、2012年1月11日、

6月18日、2013年2月4日にヒアリングを行なっ

た。 

(3) 2013年10月5日、県は海抜5mの湾口防波堤建設に

より、防潮堤高さを3.8ｍに下げる案を示した。 
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